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地域の経営支援力強化に向けた

よろず支援拠点のあり方

岡山県よろず支援拠点
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1.導入

①地域の産業構造や各都道府県の支援施策
全国と比較すると、本県は人口規模で20位、総面積で17位、人口密度で24位と各種指標的は平均的な県である
が、高齢化率が30.6％(全国28位:令和3年10月)と進んでいる。その中で、製造品出荷額等や従業員一人あたり製
造品出荷額等は全国上位にあるものの、人口一人当たり県民所得が全国34位(令和元年度)と低いことは、飲食業
やサービス業(医療福祉・介護サービスを含む)、観光業等の第三次産業の生産性向上に取り組む必要があると推測
する。こうした中、県は、水島工業地域における製造業が地域経済をけん引している岡山県では、当拠点の実施機
関である岡山県産業振興財団に「ものづくり支援部」があるように、従来から製造業に対して手厚い支援を行ってきた。

また、県の人口は、約185万人である中、岡山市に約70万人、倉敷市に47万人と、63％以上が都市部に集中して
いる。その中、商工会議所エリアは県予算の関係で経営指導員の人員が比較的少ない体制のため、当拠点の役割
が高まっている。特に県庁所在地等、都市部の商工会議所エリアは会員としての加入率が低く、公的支援を受けるこ
とが困難な事業者が多数存在している。

そのような状況の中、中山間地帯の市町村には、士業の資格を有する者が存在しない地域もある。したがって、積
極的に当該地域に出向き、出張相談を行っていた。しかし、コロナ禍を経験して、WEBで相談できる体制を構築した
ため、出張相談の回数を減らしたところである。

②地域における支援機関
・岡山県商工会連合会及び20商工会(経営指導員112人うち、県連職員16人)

商工会エリアは、県の予算規模も豊富で中小企業診断士の資格を有する経営指導員など、十分な支援体制が構築されて
いるため、当拠点は、ITの専門家やデザイナーなど、尖った専門家と連携した支援を行っている。ただし、3商工会へは、中小
企業診断士が月に1度の出張相談を実施している。

・12商工会議所(経営指導員69人)

当拠点は、岡山県商工会議所連合会と書面による連携協定を結んでいる中で、商工会議所エリアは、商工会と異なり、県
の予算規模が十分でないことに加えて、岡山商工会議所など、都市部の会議所エリアは、会員の組織率も低いため、当拠点
に対する支援ニーズが高い。なお、県内の3商工会議所では、週に一度の出張相談を行っている。
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・岡山県産業振興財団(岡山県よろず支援拠点実施機関)

当拠点の実施機関は、中小企業支援センターであるとともに、事業引継ぎセンター、中小企業活性化協議会、下請け
駆け込み寺、知財総合窓口等、国や県の様々な支援制度のワンストップ窓口である。なお、事業引継ぎセンター及び中
小企業活性化協議会とは、月1度の連携会議を実施している。

・岡山県中小企業団体中央会(職員17人)

協同組合を支援している団体であるため、当拠点は、協同組合岡山県卸センターや青年中央会等と連携して、当該組
合にＣＯを派遣してセミナーを実施している。

・岡山県信用保証協会

同協会とは、書面による連携協定を結び、トレーニー(月1名2日間)制度を実施し、職員が同席相談を行い、支援能力
向上を図るとともに、当拠点の強みを理解して頂いている。また、同協会の職員を対象に「賢い、よろずの活用方法」と銘
打った勉強会を開催するとともに、中小企業活性化協議会と三機関連携で月に一度の経営改善戦略会議を開催してる。

・中国銀行(第一地銀)

同行とは、書面による連携協定を結ぶとともに、各支店へCＣＯが出向いて、 行員を対象に「賢い、よろずの活用方法」
と銘打った勉強会を開催している。

・トマト銀行(第二地銀)

同行からトレーニー(月1名～2人、2日間)を受け入れ、行員が同席相談を行うことで支援能力向上を図るとともに、当
拠点の強みを理解して頂いている。また、各支店へCＣＯが出向いて、 行員を対象に「賢い、よろずの活用方法」と銘打っ
た勉強会を開催している。

・7信金、1信組

CＣＯが出向いて、 職員を対象に「賢い、よろずの活用方法」と銘打った勉強会を開催している。特に、玉島信用金庫
及び水島信用金庫へは、月に一度の出張相談を実施していた。(現在は、月に2日、WEB相談日を設けている。)また、笠
岡信用金庫へは、当拠点のＣＯや相談者を月に一度派遣して、連携セミナーを実施している。
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・他県の地銀の支店

広島銀行には、不定期の出張相談会を実施している。また、香川銀行及び山陰合同銀行へは、 「賢い、よろ
ずの活用方法」と銘打った勉強会を開催したこともある。今後も、他行とも連携強化する必要がある。

・日本政策金融公庫(3支店)

同公庫からトレーニー(月1人～2人、2日間)を受け入れ、職員が同席相談を行うことで支援能力向上を図ると
ともに、当拠点の強みを理解して頂いている。また、各支店へCＣＯが出向いて、 職員を対象に「賢い、よろずの
活用方法」と銘打った勉強会を開催している。

・商工中金

 ＣＣＯが出向いて、 職員を対象に「賢い、よろずの活用方法」と銘打った勉強会を開催している。

・JETRO岡山及び中小企業基盤機構中国本部

当拠点には、海外展開の専門家が在籍していないため、相談対応を依頼している。

・その他

・ＣＣＯが中小企業家同友会の会員であり、同会とは、女性経営者を対象にした女子大学を開催して、従来から密な連
携を行っている。今年度より、各支部の例会等にセミナー講師としてＣОを派遣している。また、労働者の賃上げ促進が
ミッションである岡山労働局と連携したセミナーを開催した。なお、当拠点は、県下１０市町の特定創業等支援事業の窓
口となっている。
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③よろず支援拠点の立ち位置(他の支援機関との違い)
商工会・商工会議所や金融機関等には、中小企業診断士等の資格を有するものがいるが、大多数は、
資格等を持っていない職員である。一方で、よろず支援拠点はＣＯは、弁護士等の士業をはじめ、国家
資格はないもののデザイナー等、自らが民間で収益を上げているコンサルタントである。したがって、他の
支援機関との違いは、当該コンサルタントが、無料で継続して支援できることである。また、創業や事業承
継を経験して、多数の社員を雇っているＣＯが在籍していることである。さらに、商工会や商工会議所の
支援対象が小規模事業者であるが、当拠点は、一定程度の中堅中小企業の支援も行っている。

なお、当拠点は、中小企業庁が平成24年6月に「ちいさな企業未来会議」の報告書で発表した「新た
な“知識サポート”プラットフォーム」をイメージして体制を整備している。

よろず支援拠点の役割
平成24年度の経済センサスによると岡山県の雇用の31.8%が小規模事業企業で勤務している。コンサ
ルタント等を有料で活用できない当該企業を支援することが役割である。なお、小規模事業者は、これま
でコンサルタントを活用していないケースが多いため、当拠点のＣＯが継続的に伴走支援を行うことにより、
生産性の向上と雇用の場の創出に寄与している。

また、廃業支援等、経営に苦慮している事業者は、士業を含むコンサルタントに費用を払うことが困難
である。こう言った事業者に対しても、無料で経営改善を行うとともに、事業の終活まで、伴走して支援で
きることにある。

加えて、当拠点が中小企業・小規模事業者支援の中核に位置することにより、的確に他の支援機関
(民間コンサルタントを含む)に橋渡しすることである。
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2.よろず支援拠点における支援内容・拠点運営

②支援手法

相談者があった場合、ＣＣＯ又は、中小企業診断士等が、課題を設定した後に、専門性の高いＣＯが
課題を解決するための支援を行っている。そのため、課題が解決するたびに次の課題を設定して、事業
者の成長に寄与している。

具体的には、法律相談など、課題がはっきりしている場合は、課題解決型となるが、SNSの相談等、売
上拡大の相談の場合は、真の課題を確認する必要があるため、課題設定型になる。したがって、多くの
相談は、課題を設定した後に課題を解決するモデルであると考えている。

③相談から解決までのフロー
相談予約は、電話又は、ホームページで対応している。新規相談者に対しては、原則、CＣＯが詳細ヒ
アリングを行い、課題と設定と整理ができるまで、伴走支援を行っている。課題解決提案後は、専門性の
高いCОが実行支援を行う。そして、課題解決後は、新たな課題を設定して、次のＣＯが伴走支援を行う
ように心がけている。

具体的には、次のオペレーションである。

・ＣＣＯ又は、相談者を担当する中小企業診断士よる課題抽出とプランニング

・専門ＣＯとの連携と情報共有

・方向性の決定と課題解決

・成果確認と新たな課題抽出
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④拠点の運営方法・体制、ＣＯの育成、サテライト、出張相談の概要
基本的に、実施機関は、ＣＣОに運営を任せてくれている。公的支援機関は、公務員的存在である中、拠
点のＣＯは民間の支援人材であるたるめ、相談者数の確保、その支援を自由に活動させて頂いていることで、
総合的に実績がでていると考えている。

・体制
開設当初から掲げている「売上拡大」の支援を行うために、中小企業診断士の資格を持つＣＯを中核

に、ITスキルや広報戦略、商品開発等に係る専門知識を有するＣОを確保している。また、創業や事業
承継を実際に経験した現役経営者や飲食店を経営しているＣＯが在籍していることが当拠点の強みであ
る。加えて、ゼロゼロ融資の返済が開始される中で、資金繰りをしながら経営改善を行うスタッフを揃
え、廃業支援等も含めて経営者に寄り添った支援が行える人材を確保した。また、原材料価格や人件費
が高騰する中で、厳重な原価管理と生産管理が行える専門家を強化した。課題は、毎年度卒業するメン
バーに代わる新たなＣＯを確保・育成することである。

・ＣОの育成
自由民主党が政策立案した書類のとおり、当拠点は、若いコンサルタントを育成する「虎の穴」と考えている。
したがって、日に6件の相談対応が可能な若いCОに相談対応させることにより、支援能力向上を図っている。
また、四半期に一度、一日かけて研修を行い、連携する支援機関の強みや国の政策を学ばせている。加え
て、グループディスカッションしながら、SWOT分析を行い、支援(課題発見)能力の強化に努めている。

・サテライト・出張相談
当拠点は、実施機関が岡山市街から離れているため。、常設のサテライトを市中心部に備えている。コロナ
前は、３か所の常設の相談場所を設け、月15回以上の出張相談を行っていたが、WEB相談の体制を構築し
たため、２か所の常設相談場所の廃止、出張相談を減少させたところである。なお、現在も週一度3か所、月
一度３か所の出張相談を行うとともに、金融機関から依頼された際は、不定期の経営相談を実施している。
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3.地域の支援機関との連携した力を入れた取組
・書面による連携協定

岡山県商工会議所連合会、中国銀行(第一地銀)、岡山県信用保証協会。

・紹介の多い支援機関

設立時から、商工会や商工会議所など、公的支援を受けていない事業者を積極的に支援することで、当拠点と同会との役
割分担を行いたいと考えた。その中で、金融機関と全く付き合いのない事業者はいないと推測して、金融機関との連携強化
に注力してきた。したがって、金融機関からの新規相談が多数ある。また、当拠点は、WEBで相談できる体制を構築したため、
WEB内で、支援機関の職員が同席するケースが増加している。

なお、トマト銀行(第二地銀)及び日本政策金融公庫、岡山県信用保証協会からトレーニーを受け入れ、同席した相談を
行っている。

4.独自の取り組み

開設当初から、相談者に対して、ＣОの強みの情報発信を行い、集客することが大切であると考え、少人数を対象
としたセミナーを週に一度実施している。また、勉強会と銘打って、一対一のプッシュ型の経営相談を実施している。
加えて、事業承継支援と相談者同士の交流の場を提供するため、「よろずcafé」を開催している。

上記の取り組みの広報戦略として、6,000人強が参加しているFacebookグループを運営することで、ＣＯの強み
（相談対応できる専門分野）や勉強会・ミニセミナー（月４回開催）等の開催情報、補助金等の支援施策、売上拡大
や事業承継の成果が出た相談事例を発信している。また、昨年度より当拠点のInstagramアカウントを開設し、同様
の情報を発信し、開設から1年で、フォロワーは2,000人を超えている。さらに、LINEやYouTubeチャンネルを開設して、
あらゆる手段で情報発信して、幅広い年齢層へ事業者に来訪を促している。

外部環境の変化により、経営状況の悪化により、廃業したり、自己破産するような事業者が増加すると想定してい
る。その中で、困った事業者を支援できるのは、公的支援人材と考えるため、当該支援体制の強化を考えてる。

一方で、伴走支援事業は、支援効果が高いため、本年度においても、10社(うち新規4社)を対象に実施している。
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岡山県よろず支援拠点の役割



１、よろず支援拠点の最大のミッション

中小企業・小規模事業者の売上拡大

中小企業・小規模事業者

商工会

公的支援機関（ＪＥＴＲＯ等）

事業引継ぎ支援センター

創業ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ支援体制
（産業競争力強化法）

中小企業再生支援協議会経営
改善支援センター

経
済
産
業
局

③適切な機関
につなぐ

全国本部財
務
局

委
託

連携

支
援
等

相
談

支
援

大企業、企業ＯＢ、大学 等

連携

支援チームに参画

国、自治体等（支援施策の活用等

専門分野に特化した中小企業支援組織

中小企業支援ネットワーク
（経営改善・事業再生支援の連携）

相談

資金繰り
販路開拓
海外展開
経営改善
現場改善 など

※既に支援を受けている
機関と共同での相談も
含む。

商工会儀所

地域金融機関、税理士、診断士等

※認定支援機関、支援機関の連携体（地域プラット
フォーム）を含む

連携
関
係
省
庁

よろず支援拠点

①総合的・先進的
なアドバイス

②支援チーム等を編成
しての支援

①活動評価
②能力向上支援
③連携強化支援

中央会

経済産業省資料
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国が求めていること

中小企業憲章の理念の下、中小企業が果敢に挑戦できるような経済社会の実現に向けて政府が取り
組むとともに、中小・小規模企業は、単に政策による支援を求めるだけでなく、自立・自活・努力により、
自ら企業の未来と活路を切り拓くために最大限取り組み、経済を牽引する力・社会の主役となることが
重要である。

（平成24年6月中小企業庁「ちいさな企業未来会議 取りまとめより）

新たな「知識サポート」プラットフォームの構築

新たな“知識サポート”プラットフォームのイメージ 先輩経営者からの
助言が不可欠
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２、令和6年度 政策的な重点分野への対応

◆ ＤＸ(ＩＴ活用)
◆ ＣＮ(省エネ対策等)
◆ 経営改善(収益力向上、利益確保含む)
◆ 省力化(作業負担の軽減)
◆ 事業承継
◆ 価格転嫁
◆ インボイス対応
◆ 人手不足
◆ 知的財産
◆ 中小企業・小規模事業者の賃上対策

(岡山県よろず支援拠点の独自目標)

13



○令和3年度 （令和3年4月から令和4年3月の累計値） 来訪相談者数 14,252件

○平成28年度 （平成28年4月から平成29年3月の累計値） 来訪相談者数 5,653件

○平成29年度 （平成29年4月から平成30年3月の累計値） 来訪相談者数 5,877件

3、岡山県よろず支援拠点の実績

○平成30年度 （平成30年4月から平成31年3月の累計値） 来訪相談者数 9,464件

○平成31年度 （平成31年4月から令和2年3月の累計値） 来訪相談者数 11,092件

○令和2年度 （令和2年4月から令和3年3月の累計値） 来訪相談者数 13,483件

○令和4年度 （令和4年4月から令和5年3月の累計値） 来訪相談者数 13,941件
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岡山サテライトオフィス
岡山市北区磨屋町3-10 岡山ニューシティビル２階

平日 ： １０時３０分～１９時３０分（12：00～13：00除く）

土日祝： ９時00分～１８時00分（12：30～13：30除く）

年末年始（１２月２９日～１月３日）だけ休みます。

津山サテライトオフィス
津山市山下30-9 津山商工会館 津山商工会議所内

毎週月曜日 ： １３時００分～２０時００分     

出前よろず支援拠点

・県内10箇所で定期的に開催

津山市、笠岡市、浅口市 など

金融機関、商工会議所、商工会等と連携して、無料相談会を開催

４、相談対応拠点
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備前エリア

岡山県内よろず支援拠点（R6年4月現在）

美作エリア

備中エリア

作州津山
cci

月4
回

月1
回

玉野cci 

津山サテライト
（津山cci)

月 10：30～19：30

岡山サテライト
平 日 10：30～19：30
土日祝 9：00～18：00

16

月4
回
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5、勉強会
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6、ミニセミナー
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21

7、よろずcafe



22



23

8、その他(岡山県よろず支援拠点は、県内のあらゆる組織と連携しています)
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